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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　サスペンションのストロークを制御可能なアクチュエータに対して、目標制御量を設定
し、該目標制御量に応じて前記アクチュエータを駆動制御するサスペンション制御装置で
あって、
　前記サスペンションのストローク状態を検出する状態検出手段と、車輪の接地荷重を検
出する荷重検出手段と、前記状態検出手段が検出したストローク状態に基づいて乗心地制
御項となる第一の制御量を算出する第一の算出手段と、前記荷重検出手段が検出した接地
荷重の周波数特性を前記第一の算出手段が算出した第一の制御量に基づいて調整する調整
手段と、該調整手段によって周波数特性を調整した接地荷重に基づいて接地性制御項とな
る第二の制御量を算出する第二の算出手段と、前記第一の算出手段が算出した第一の制御
量、及び前記第二の算出手段が算出した第二の制御量に基づいて前記目標制御量を設定す
る設定手段と、
　前記第一の算出手段が算出した第一の制御量に基づいて前記アクチュエータを駆動制御
すると仮定して、車輪の接地荷重が変化するときの応答特性を推定する推定手段と、を備
え、
　前記調整手段は、前記推定手段が推定した応答特性と該応答特性の目標である基準応答
特性とを比較し、比較結果に基づいて前記荷重検出手段が検出した接地荷重の周波数特性
を調整するためのフィルタ特性を決定することを特徴とするサスペンション制御装置。
【請求項２】
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　前記調整手段は、前記推定手段が推定した応答特性のゲインにおける、最大周波数、前
記基準応答特性のゲインに対する最大超過量、及び前記基準応答特性のゲインに対する超
過量の総和に基づいて、前記フィルタ特性を決定することを特徴とする請求項１に記載の
サスペンション制御装置。
【請求項３】
　前記調整手段は、前記最大周波数に応じて前記フィルタ特性のカットオフ周波数を決定
し、前記最大超過量に応じて前記フィルタ特性の微分ゲインを決定し、前記総和に応じて
前記フィルタ特性の減衰特性を決定することを特徴とする請求項２に記載のサスペンショ
ン制御装置。
【請求項４】
　前記調整手段は、接地性調整対象である周波数帯域でのみ、前記荷重検出手段が検出し
た接地荷重の周波数特性を調整することを特徴とする請求項１～３の何れか一項に記載の
サスペンション制御装置。
【請求項５】
　車両の走行状況を検出する検出手段と、該検出手段が検出した車両の走行状況に応じて
前記基準応答特性を補正する補正手段と、を備えることを特徴とする請求項１～３の何れ
か一項に記載のサスペンション制御装置。
【請求項６】
　前記検出手段は、車速を検出し、
　前記補正手段は、前記基準応答特性におけるハイパスのカットオフ周波数を、タイヤの
応答特性よりも大きい値に補正し、且つ前記検出手段の検出した車速が高いほど大きい値
に補正することを特徴とする請求項５に記載のサスペンション制御装置。
【請求項７】
　前記検出手段は、路面の摩擦係数を検出し、
　前記補正手段は、前記検出手段の検出した摩擦係数が低いほど、前記基準応答特性のゲ
インを小さい値に補正することを特徴とする請求項５又は６に記載のサスペンション制御
装置。
【請求項８】
　前記検出手段は、横加速度を検出し、
　前記補正手段は、前記検出手段の検出した横加速度が大きいほど、前記基準応答性のゲ
インを小さい値に補正することを特徴とする請求項５～７の何れか一項に記載のサスペン
ション制御装置。
【請求項９】
　サスペンションのストロークを制御可能なアクチュエータに対して、目標制御量を設定
し、該目標制御量に応じて前記アクチュエータを駆動制御するサスペンション制御方法で
あって、
　前記サスペンションのストローク状態を検出すると共に、車輪の接地荷重を検出し、
　検出したストローク状態に基づいて乗心地制御項となる第一の制御量を算出し、検出し
た接地荷重の周波数特性を前記第一の制御量に基づいて調整し、周波数特性を調整した接
地荷重に基づいて接地性制御項となる第二の制御量を算出し、前記第一の制御量及び前記
第二の制御量に基づいて前記目標制御量を設定し、
　前記第一の制御量に基づいて前記アクチュエータを駆動制御すると仮定して、車輪の接
地荷重が変化するときの応答特性を推定し、推定した応答特性と該応答特性の目標である
基準応答特性とを比較し、比較結果に基づいて前記接地荷重の周波数特性を調整するため
のフィルタ特性を決定することを特徴とするサスペンション制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、サスペンション制御装置、及びサスペンション制御方法に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　従来、タイヤの接地性（操縦安定性）と乗心地との両立を図るために、タイヤのグリッ
プ度合を推定し、グリップ度合が小さいときは接地性を優先し、グリップ度合が大きいと
きには乗心地を優先して、サスペンションのダンパ定数を制御するものがあった（特許文
献１参照）。
【特許文献１】特開２００１－３５４０２０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、接地性を優先すべくダンパ定数を大きくした場合、特定の周波数帯域の
路面外乱に対しては有効であるが、それ以外の周波数帯域では、路面変位から車体上下加
速度へのゲインが増加してしまうので、乗心地が低下する可能性がある。
　本発明の課題は、乗心地と接地性とのトレードオフの関係を改善することである。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明に係るサスペンション制御装置は、サスペンションのストロークを制御可能なア
クチュエータに対して、目標制御量を設定し、この目標制御量に応じてアクチュエータを
駆動制御するものであって、サスペンションのストローク状態を検出すると共に、車輪の
接地荷重を検出し、検出したストローク状態に基づいて乗心地制御項となる第一の制御量
を算出し、検出した接地荷重の周波数特性を第一の制御量に基づいて調整し、周波数特性
を調整した接地荷重に基づいて接地性制御項となる第二の制御量を算出し、第一の制御量
及び第二の制御量に基づいて目標制御量を設定する。また、第一の制御量に基づいてアク
チュエータを駆動制御すると仮定して、車輪の接地荷重が変化するときの応答特性を推定
し、推定した応答特性とこの応答特性の目標である基準応答特性とを比較し、比較結果に
基づいて接地荷重の周波数特性を調整するためのフィルタ特性を決定する。
【発明の効果】
【０００５】
　本発明に係るサスペンション制御装置によれば、路面外乱の周波数帯域に基づいて乗心
地制御項と接地性制御項とを個別に調整することで、乗心地と接地性とのトレードオフの
関係を改善することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００６】
　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて説明する。
《第１実施形態》
　《構成》
　図１は、電磁式ショックアブソーバの概略構成である。
　電磁式ショックアブソーバ１０は、下端が車輪側に弾性支持された円筒状のシェルケー
ス１１と、このシェルケース１１に進退可能に挿通され、上端が車体側に弾性支持された
ロッド１２と、このロッド１２の上端側に固定され、シェルケース１１の外周面に対向し
た内周面を有する外筒１３と、を備える。
【０００７】
　シェルケース１１の内部には、ダンパーオイルを封入しており、シェルケース１１とロ
ッド１２とが軸方向に相対変位するときに、ロッド１２の下端に連結されたピストン１４
がダンパーオイルの流動抵抗を受けることで減衰力が発生する。
　シェルケース１１の外周面には、リング状に形成された複数のマグネット１５を軸方向
に沿って列設し、外筒１３の内周面には、リング状に形成された複数のコイルセル１６を
軸方向に沿って等間隔に固定する。これらマグネット１５とコイルセル１６とが、リニア
モータとなり、各コイルセル１６の励磁を制御し、軸方向に沿って移動磁界を発生させる
ことで、励磁電流に応じた推力が発生し、シェルケース１１とロッド１２とが軸方向に相
対変位する。
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【０００８】
　電磁式ショックアブソーバ１０は、コイルスプリング１７の内側に配置され、コイルス
プリング１７は、車体側に固定されたスプリングシート１８と、シェルケース１１の外周
面に固定されたスプリングシート１９とによって支持されている。
　図２は、アクティブサスペンションのシステム構成である。
　ストロークセンサ３１は、バネ上とバネ下の相対速度、つまりサスペンションのストロ
ーク速度を検出し、接地荷重センサ３２は、車輪の接地荷重を検出する。なお、接地荷重
センサ３２は、車輪の接地荷重を直接検出するものでもよいが、ここでは、ストロークセ
ンサ３１で検出したストローク速度に基づいて推定するものとする。
【０００９】
　電磁式ショックアブソーバ１０は、例えばマイクロコンピュータで構成されるコントロ
ーラ４０によって駆動制御される。
　コントローラ４０は、第一の算出部４１と、応答特性推定部４２と、周波数特性調整部
４３と、第二の算出部４４と、目標制御量演算部４５と、を備える。
　第一の算出部４１は、ストローク速度に基づいて乗心地制御項となる第一の制御量を算
出する。この演算は、スカイフック制御、最適制御、及びロバスト制御など、一般に乗心
地制御で用いられるものである。
【００１０】
　応答特性推定部４２は、第一の制御量に基づいて電磁式ショックアブソーバ１０を駆動
制御すると仮定して、車輪の接地荷重が変化するときの応答特性を推定する。ここでは、
図３に示すように、閉ループ系を構築し、車両モデルによって接地荷重が変化するときの
応答特性を推定する。この車両モデルは、車両のスペックに応じて予め決定したものや、
車両の挙動に応じて随時決定したもの、また非線形な特性をもったものでもよい。
【００１１】
　周波数特性調整部４３は、応答特性と応答特性の目標である基準応答特性とを比較し、
比較結果に基づいて接地荷重の周波数特性を調整する。
　第二の算出部４４は、周波数特性を調整した接地荷重に、所定の減衰係数を乗じること
で、接地性制御項となる第二の制御量を算出する。ここでは、前後輪の夫々に対して個別
に算出するが、これに限定されるものではなく、各輪の夫々に対して個別に算出したり、
旋回内輪と旋回外輪の夫々に対して個別に算出したりしてもよい。
　目標制御量演算部４５は、第一の制御量と第二の制御量とを加え、最終的な目標制御量
を演算し、電磁式ショックアブソーバ１０を駆動制御する。
【００１２】
　次に、周波数特性調整部４３について説明する。
　周波数特性調整部４３は、図４に示すように、応答特性と基準応答特性とを比較する比
較部５１と、比較結果に基づいて接地荷重の周波数特性を調整するためのフィルタ特性Ｌ
３０を決定するフィルタ特性決定部５２と、接地荷重をフィルタ処理するフィルタ処理部
５３と、を備える。
　図５は、応答特性Ｌ１０と基準応答特性Ｌ２０とを示す。
　図６は、応答特性の参考例であり、車両のスペックなどに応じて、必要な特性を満たせ
ば、Ｌ２１、Ｌ２２、Ｌ２３など、任意の特性を選ぶことができる。例えば、同一車種で
あっても、バネ下の接地性を向上させたいのであれば、Ｌ２１よりもゲインの低いＬ２２
の特性を選べばよい。また、車種が異なれば、バネ下の共振周波数も異なるので、例えば
Ｌ２３のような特性を適宜選べばよい。
【００１３】
　比較部５１は、図５に示すように、応答特性Ｌ１０と基準応答特性Ｌ２０とを比較し、
応答特性Ｌ１０のゲインにおける、最大周波数ｆout、基準応答特性Ｌ２０のゲインに対
する最大超過量Ｇpp、及び基準応答特性Ｌ２０に対する超過量の総和Ｇoutを求める。
　フィルタ特性決定部５２は、最大周波数ｆout、最大超過量Ｇpp、超過量の総和Ｇoutに
応じて、フィルタ特性Ｌ３０を決定する。
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　図７は、決定したフィルタ特性Ｌ３０であり、下記式は、フィルタ特性Ｌ３０を１次／
２次系で表したものである。ここでは、本次数とするが、より高次のフィルタ特性にする
ことで、限定された周波数帯域のみに作用するフィルタ特性としてもよい。例えば、接地
性調整対象である周波数帯域が、限定された周波数帯域のみである場合である。
【００１４】
【数１】

【００１５】
　図８は、フィルタ特性決定の概念であり、最大周波数ｆoutに応じてフィルタ特性Ｌ３
０のカットオフ周波数ｗcutを決定し、最大超過量Ｇppに応じてフィルタ特性Ｌ３０の微
分ゲインＫを決定し、超過量の総和Ｇoutに応じてフィルタ特性Ｌ３０の減衰特性ξを決
定する。
　例えば、図９に示すように、応答特性Ｌ１０は、前述した図５と比べて広範囲の周波数
帯域で基準応答特性Ｌ２０をオーバーしているので減衰特性ξは大きくなるが、最大超過
量Ｇppが小さいので微分ゲインＫは小さくなる。
【００１６】
　《作用》
　接地性を優先すべくダンパ定数を大きくする、つまりハードダンパにすると、特定の周
波数帯域の路面外乱に対しては有効であるが、それ以外の周波数帯域では、路面変位から
車体上下加速度へのゲインが増加し、乗心地が低下する可能性がある。
　そこで、本実施形態では、検出したストローク速度に基づいて乗心地制御項となる第一
の制御量を算出し、検出した接地荷重の周波数特性を第一の制御量に基づいて調整し、周
波数特性を調整した接地荷重に基づいて接地性制御項となる第二の制御量を算出し、第一
の制御量及び第二の制御量に基づいて目標制御量を設定する。
【００１７】
　周波数特性の調整については、先ず第一の制御量に基づいて電磁式ショックアブソーバ
１０を駆動制御すると仮定して、車輪の接地荷重が変化するときの応答特性Ｌ１０を推定
し、推定した応答特性Ｌ１０と所定の基準応答特性Ｌ２０との比較結果に基づいてフィル
タ特性Ｌ３０を決定し、このフィルタ特性Ｌ３０を介して接地荷重の周波数特性を調整す
る。
　このように、路面外乱の周波数帯域に基づいて乗心地制御項と接地性制御項とを個別に
調整することで、乗心地と接地性とのトレードオフの関係を改善することができる。
【００１８】
　図１０は、乗心地評価指標、及び接地性（操縦安定性）評価指標を示す。（ａ）は、路
面外乱に対するバネ上加速度の伝達特性、つまり乗心地の評価指標であり、（ｂ）は、路
面外乱に対する接地荷重の伝達特性、つまり接地性の評価指標である。従来のようにハー
ドダンパにすると、バネ上とバネ下の共振帯域で乗心地及び接地性の双方が向上する。し
かしながら、共振間の領域では逆に乗心地の低下を招くことになる。
【００１９】
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　そこで、本実施形態のように、特定の周波数帯域でのみ強く作用するフィルタ特性Ｌ３
０を決定することにより、バネ上共振から６Ｈｚ程度まででは、図１０の（ａ）にＡで示
すように、バネ上加速度へのゲインを低減して乗心地を向上させることができる。また、
バネ下共振の近傍では、図１０の（ｂ）にＢで示すように、接地性が低下することが防止
できる。
【００２０】
　フィルタ特性Ｌ３０の決定については、先ず応答特性Ｌ１０と基準応答特性Ｌ２０とを
比較し、応答特性最大周波数ｆoutに応じてフィルタ特性Ｌ３０のカットオフ周波数ｗcut

を決定し、最大超過量Ｇppに応じてフィルタ特性Ｌ３０の微分ゲインＫを決定し、超過量
の総和Ｇoutに応じてフィルタ特性Ｌ３０の減衰特性ξを決定する。これにより、特に接
地性が低下する領域とその大きさを特定することができ、フィルタ特性Ｌ３０を最適化す
ることができる。
　また、従来では、乗心地コントローラと接地性コントローラとを個別に設計する必要が
あったが、本実施形態のように、乗心地制御項に基づいて接地性制御項が生成されること
になるので、制御器の設計工数も削減できる。
【００２１】
　《応用例》
　なお、本実施形態では、電磁式ショックアブソーバ１０について説明したが、これに限
定されるものではなく、ボールねじ式のショックアブソーバを採用してもよい。また、電
動式のアクティブサスペンションに限らず、油圧式のアクティブサスペンションにも適用
可能である。
【００２２】
　《効果》
　以上より、電磁式ショックアブソーバ１０が「アクチュエータ」に対応し、ストローク
センサ３１が「状態検出手段」に対応し、接地荷重センサ３２が「荷重検出手段」に対応
し、第一の算出部４１が「第一の算出手段」に対応し、周波数特性調整部４３が「調整手
段」に対応し、第二の算出部４４が「第二の算出手段」に対応し、目標制御量演算部４５
が「設定部」に対応する。また、応答特性推定部４２が「推定手段」に対応する。
【００２３】
（１）サスペンションのストロークを制御可能なアクチュエータに対して、目標制御量を
設定し、該目標制御量に応じて前記アクチュエータを駆動制御するサスペンション制御装
置であって、前記サスペンションのストローク状態を検出する状態検出手段と、車輪の接
地荷重を検出する荷重検出手段と、前記状態検出手段が検出したストローク状態に基づい
て乗心地制御項となる第一の制御量を算出する第一の算出手段と、前記荷重検出手段が検
出した接地荷重の周波数特性を前記第一の算出手段が算出した第一の制御量に基づいて調
整する調整手段と、該調整手段によって周波数特性を調整した接地荷重に基づいて接地性
制御項となる第二の制御量を算出する第二の算出手段と、前記第一の算出手段が算出した
第一の制御量、及び前記第二の算出手段が算出した第二の制御量に基づいて前記目標制御
量を設定する設定手段と、を備える。
　このように、路面外乱の周波数帯域に基づいて乗心地制御項と接地性制御項とを個別に
調整することで、乗心地と接地性とのトレードオフの関係を改善することができる。
【００２４】
（２）前記第一の算出手段が算出した第一の制御量に基づいて前記アクチュエータを駆動
制御すると仮定して、車輪の接地荷重が変化するときの応答特性を推定する推定手段を備
え、前記調整手段は、前記推定手段が推定した応答特性と該応答特性の目標である基準応
答特性とを比較し、比較結果に基づいて前記荷重検出手段が検出した接地荷重の周波数特
性を調整するためのフィルタ特性を決定する。
　これにより、特定の周波数帯域でのみ作用するように接地荷重の周波数特性を容易に調
整することができる。
【００２５】
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（３）前記調整手段は、前記推定手段が推定した応答特性のゲインにおける、最大周波数
、前記基準応答特性のゲインに対する最大超過量、及び前記基準応答特性のゲインに対す
る超過量の総和に基づいて、前記フィルタ特性を決定する。
　これにより、特定の周波数帯域でのみ作用するように接地荷重の周波数特性を容易に調
整することができる。
【００２６】
（４）前記調整手段は、前記最大周波数に応じて前記フィルタ特性のカットオフ周波数を
決定し、前記最大超過量に応じて前記フィルタ特性の微分ゲインを決定し、前記総和に応
じて前記フィルタ特性の減衰特性を決定する。
　これにより、特に接地性が低下する領域とその大きさを特定することができ、フィルタ
を最適化することができる。
（５）前記調整手段は、接地性調整対象である周波数帯域でのみ、前記荷重検出手段が検
出した接地荷重の周波数特性を調整する。
　これにより、接地性が特に低下する領域でのみ、接地性の向上を図り、乗心地と接地性
とのトレードオフの関係を改善することができる。
【００２７】
（６）サスペンションのストロークを制御可能なアクチュエータに対して、目標制御量を
設定し、該目標制御量に応じて前記アクチュエータを駆動制御するサスペンション制御方
法であって、前記サスペンションのストローク状態を検出すると共に、車輪の接地荷重を
検出し、検出したストローク状態に基づいて乗心地制御項となる第一の制御量を算出し、
検出した接地荷重の周波数特性を前記第一の制御量に基づいて調整し、周波数特性を調整
した接地荷重に基づいて接地性制御項となる第二の制御量を算出し、前記第一の制御量及
び前記第二の制御量に基づいて前記目標制御量を設定する。
　このように、路面外乱の周波数帯域に基づいて乗心地制御項と接地性制御項とを個別に
調整することで、乗心地と接地性とのトレードオフの関係を改善することができる。
【００２８】
《第二実施形態》
　《構成》
　第二実施形態は、車両の走行状況に応じて前述した基準応答特性Ｌ２０を補正するもの
である。
　図１１は、アクティブサスペンションのシステム構成である。
　車速センサ３３は、路面に対する車体前後方向の相対速度、つまり車速を検出し、路面
摩擦係数推定装置３４は、路面の摩擦係数を推定し、横加速度センサ３５は、車体の横方
向の加速度、つまり横加速度を検出する。車速センサ３３は、車輪の回転速度から検出し
たり、ＧＰＳ情報に基づいて推定したりする。路面摩擦係数推定装置３４は、微小操舵に
対する車両挙動から推定したり、センサによって直接検出したりする。
【００２９】
　コントローラ４０は、車速、摩擦係数、横加速度に応じて基準応答特性Ｌ２０を補正す
る基準応答特性補正部４６を備える。
　基準応答特性設定部４６は、基準応答特性Ｌ２０に対して補正フィルタ特性Ｌ４０を掛
けることで補正を行い、新たな基準応答特性Ｌ２５を設定する。
　図１２は、基準応答特性Ｌ２０に対する補正の概念である。（ａ）は、補正前の基準応
答特性Ｌ２０、及び補正後の基準応答特性Ｌ２５を示し、（ｂ）は、補正フィルタ特性Ｌ
４０を示す。
【００３０】
　補正フィルタ特性Ｌ４０は、図１２の（ｂ）に示すように、定常値をＷｏ、カットオフ
周波数をＷｆとするハイパスフィルタで構成される。基準応答特性設定部４６は、この定
常値Ｗｏ及びカットオフ周波数Ｗｆを、車両の走行状況に応じて変更にする。
　カットオフ周波数Ｗｆは、図１３に示すように、タイヤの応答特性Ｌ５０よりも大きい
値に補正されると共に、車速が高いほど大きい値に補正される。
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　定常値Ｗｏは、図１４に示すように、摩擦係数が低いほど、小さい値に補正されると共
に、横加速度が大きいほど大きい値に補正される。
【００３１】
　《作用》
　先ず、補正フィルタ特性Ｌ４０のカットオフ周波数Ｗｆ及び定常値Ｗｏを決定する。
　タイヤの応答特性Ｌ５０としては、リラクゼーションレングス分の長さをタイヤが移動
するまでの時間遅れが発生することが知られている。すなわち、低速のときにはタイヤの
応答性Ｌ５０も低いので、接地性制御を積極的に実行しても、車両の平面運動には大きな
影響を及ぼすことがない。したがって、接地性制御を実行すべき周波数帯域が、タイヤの
応答特性Ｌ５０よりも大きいときには、電磁式ショックアブソーバ１０の消費エネルギー
が無駄になってしまう。そこで、タイヤの応答特性Ｌ５０よりも大きくなるように、カッ
トオフ周波数Ｗｆを設定する。これにより、タイヤの応答特性Ｌ５０に基づく消費エネル
ギーの損失を抑制することができる。
【００３２】
　また、路面のグリップ感が低いときには、操舵角に対する単位保舵トルクが小さくなる
ことで繊細なステアリング操作が必要になる。このような場面で、路面からの外乱に応じ
て接地荷重の変動が生じると、神経を使いストレスになってしまう。そこで、摩擦係数が
低いほど、定常値Ｗｏを小さくする。これにより、補正フィルタ特性Ｌ４０のゲインが小
さくなることで、図１５に示すように、基準応答特性Ｌ２５のゲインが小さくなる。した
がって、接地性の低下を効果的に防ぎ、操縦安定性を向上させることができる。
【００３３】
　また、横加速度が高い条件についても同様であり、旋回保舵のし易さを高めるために、
横加速度の上昇に応じて定常値Ｗｏを小さくする。これにより、補正フィルタ特性Ｌ４０
のゲインが小さくなることで、図１５に示すように、基準応答特性Ｌ２５のゲインが小さ
くなる。したがって、接地性の低下を効果的に防ぎ、操縦安定性を向上させることができ
る。
　その他の作用効果は、前述した第１実施形態と同様である。
【００３４】
　《効果》
　以上より、車速センサ３３、路面摩擦係数３４、横加速度センサ３５が「検出手段」に
対応し、基準応答特性部４６が「補正手段」に対応する。
（１）車両の走行状況を検出する検出手段と、該検出手段が検出した車両の走行状況に応
じて前記基準応答特性を補正する補正手段と、を備える。
　これにより、走行シーンや乗員数など、幅広い条件においても乗心地と接地性の両立を
図ることができる。
【００３５】
（２）前記検出手段は、車速を検出し、前記補正手段は、前記基準応答特性におけるハイ
パスのカットオフ周波数を、タイヤの応答特性よりも大きい値に補正し、且つ前記検出手
段の検出した車速が高いほど大きい値に補正する。
　これにより、無駄なエネルギー消費を抑制することができる。
【００３６】
（３）前記検出手段は、路面の摩擦係数を検出し、前記補正手段は、前記検出手段の検出
した摩擦係数が低いほど、前記基準応答特性のゲインを小さい値に補正する。
　路面摩擦係数が低い走行状況で、接地性の低下を効果的に防ぎ、操縦安定性を向上させ
ることができる。
（４）前記検出手段は、横加速度を検出し、前記補正手段は、前記検出手段の検出した横
加速度が大きいほど、前記基準応答性のゲインを小さい値に補正する。
　横加速度が大きい旋回シーンで、接地性の低下を効果的に防ぎ、操縦安定性を向上させ
ることができる。
【図面の簡単な説明】
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【００３７】
【図１】電磁式ショックアブソーバの概略構成である。
【図２】アクティブサスペンションのシステム構成である。
【図３】応答特性推定部の構成である。
【図４】周波数特性調整部の構成である。
【図５】応答特性と基準応答特性とを比較した例である。
【図６】応答特性の参考例である。
【図７】フィルタ特性である。
【図８】フィルタ特性決定の概念である。
【図９】応答特性と基準応答特性とを比較した一例である。
【図１０】乗心地評価指標、及び接地性評価指標である。
【図１１】第２実施形態を示すアクティブサスペンションのシステム構成である。
【図１２】基準応答特性に対する補正の概念である。
【図１３】カットオフ周波数Ｗｆの算出に用いるマップである。
【図１４】定常値Ｗｏの算出に用いるマップである。
【図１５】基準応答特性の補正例である。
【符号の説明】
【００３８】
　１０　電磁式ショックアブソーバ
　１１　シェルケース
　１２　ロッド
　１３　外筒
　１５　マグネット
　１６　コイルセル
　３１　ストロークセンサ
　３２　接地荷重センサ
　４０　コントローラ
　４１　第一の算出部
　４２　応答特性推定部
　４３　周波数特性調整部
　４４　第二の算出部
　４５　目標制御量演算部
　５１　比較部
　５２　フィルタ特性決定部
　５３　フィルタ処理部
　３３　車速センサ
　３４　路面摩擦係数推定装置
　３５　横加速度センサ
　４６　基準応答特性補正部
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